






 

 

 
Q.3 今後オープンデータ化を進める場合、推進に役立つと思われるものは何ですか？ 

 回答数 割合 
１．各課および議会等へのオープンデータの概要説明資料 19 19.4%
２．オープンデータ化のマニュアル 23 23.5%
３．オープンデータに係る連絡組織 9 9.2%
４．データフォーマットの県内統一様式 18 18.4%
５．県等による各市町村担当者向けの研修 18 18.4%
６．各市町村内の研修への講師派遣 1 1.0%
７．相談窓口 1 1.0%
８．活用事例集 9 9.2%
９．その他（自由回答） 0 0.0%

合計 98 100.0%
 

 
（２）彩の国オープンデータ推進機構（仮）に関する調査 

Q.1 オープンデータ化にあたり、自治体単体よりも広域で取り組むことは、有効だと思

いますか？ 

 回答数 割合 
１．有効である 47 85.5% 
２．有効ではない 0 0.0% 
３．どちらでもない 8 14.5% 
４．その他 0 0.0% 

合計 55 100.0% 
 
Q.2 広域の取組を行うにあたり、実施主体はどこが適当と考えますか？ 

 回答数 割合 
１．県 32 58.2% 
２．県及び市町村の協議会 19 34.5% 
３．1、2 以外の団体 4 7.3% 

合計 55 100.0% 
「３．1、2以外の団体」では、主に以下の様な回答があった。 
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○ 国レベルで統計局のような部門にて統一するべき 
○ データ形式ついては国が設定し、取組の主体は県が実施すべき 
○ 一部事務組合等で運用していくのがよい 

 
Q.3 機構の機能として、下記の機能は有効と思いますか？それぞれについて、下記から

１つお選びください。 

１．有効である ２．有効ではない ３．どちらでもない 

 1.有効で

ある 
2.有効で

ない 
3.どちら

でもな

い 

１．データ形式の統一やデータ利用規約の統一化 52 0 2
割合 96.3% 0.0% 3.7%

２．データの機械判読可能化 47 0 6
割合 88.7% 0.0% 11.3%

３．活用事例・成果の共有化 50 0 3
割合 94.3% 0.0% 5.7%

４．ノウハウの還元 49 0 4
割合 92.5% 0.0% 7.5%

５．データの不備・誤り等があった場合の対応 44 2 7
割合 83.0% 3.8% 13.2%

 
Q.4 Q3以外の機能で、あればいいと思うものがあればお書きください。 

主に以下の様な回答があった。 

○ アイデアソン、ハッカソンなどのイベント開催 

○ 事業原課向けの平易な用語によるオープンデータに係る技術的な講習 

○ データカタログサイト等の構築や県内のデータ比較 
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Q.5 機構の運用資金として、どの程度であれば分担金（年間）として協力可能ですか？ 

 回答数 割合 
１．10万円未満 45 88.2% 
２．10万円～30万円 3 5.9% 
３．31万円～50万円 2 3.9% 
４．51万円～70万円 0 0.0% 
５．71万円～100万円 1 2.0% 

合計 51 100.0% 
 
Q.6 その他、機構についてご意見等あればお書きください。 

主に、以下の様な回答があった。 
〇 今回の研究では県域で一つのカタログサイトを設けるようだが、オープンデータ利用

者側から考えれば便利だと思う 
〇 市町村所管データには共通のものが多く、それらを共通のフォーマットで提供するこ

とは、利用者にとって有益であり、オープンデータの趣旨にも沿ったものである 
〇 県下の市町村が公開し易い仕組み作りについて提言いただきたい 
〇 機構としての公開ポリシーや管理責任の在り方、運用方針等の検討及び決定プロセス

で各自治体の方針等を調整する方法など注視したい 
〇 オープンデータは自治体単体で行うより、広域の取組としたほうが、より効果がある 
〇 県で指揮を執り、県内自治体のオープンデータの取組を進めていくことについては賛

成 
〇 オープンデータの取組・準備を自治体単体で進めている場合もあることを考慮いただ

きたい 
〇 機構に依頼する業務内容に伴い、分担金の金額を選択できる方が受け入れやすい 
〇 分担金の協力については非常に難しい 
〇 分担金は各自治体に対し判断材料も含めて金額を提示する必要がある 
〇 詳細な内容が不明のため、分担金の積算については回答ができない 
〇 オープンデータの必要性については認識しているが、分担・負担金の方針等難しい面

もある 
〇 協議会等への参加・負担金の支出については、根拠・メリットについて非常に厳しく

問われる 
〇 機構設立となった場合は、参加・負担金支出についての具体的なメリットの提示と、
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加入・脱退の自由の保証が必要 
〇 オープンデータの具体的な活用の見当がつかないと分担金の予算化は難しい 
〇 市民に対してオープンデータ化のメリットが見える形でないと、分担金を出すことは

不可能 
〇 県民（市民）や事業者が公開されたデータをどの程度活用してくれるのか、費用対効

果を含めて十分に検討すべき 
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～「宝の山」の活かし方～ 

チーム：ＴＥＡＭ Ｂｉｇ Ｂａｎｇ 研究員名簿 

■研究員 

役割 所  属 職 名 氏 名 

武蔵野銀行 地域サポート部 調査役 秋谷 忍 

埼玉県 情報システム課 主査 大舘 武見 

 
さいたま 

ＮＰＯセンター 
 事務局長 生越 康治 
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